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はしがき

　「人と農地の地域政策」が地域主導ですすめられている。ここでの地域
主導は、「人・農地プラン」を土台にした「地域計画」策定と目標地図作
成のプロセスにみることができる。そこでは、10年後の「人と農地の調
整過程」として、今後の農地の出し手・受け手の将来像を地域で協議する
場が重視されている。地域での話し合いをもとに農業委員会が目標地図の
素案を作成し、最終的に市町村を経て「地域計画」が策定されていく。こ
の工程こそが地域主導とみることができよう。「地域計画」は、2025年 3
月末までに都道府県を経由して農水省へ提出されたが、今後も継続して検
討されていくことになる。
　自治体農政は、本来それぞれの地域農業の独自性を発揮した個性づく
り、担い手づくりをすすめていくものである。「地域計画」策定や目標地
図作成は、地域の抱えている現状と課題を地域の人々が共通認識する手が
かりとなる。地域それぞれの「人と農地の関係性」を、目標地図作成の過
程を通じて可視化し、確認していくプロセスである。同時にその結果、地
域の「人と農地の関係性」、出し手・受け手のミスマッチ状況を内外に情
報公開することになる。そこに市町村ごとの「人と農地」に関する独自判
断や創意工夫が、今後ますます求められていく。
　地域の話し合いには、温度差が大きく存在するであろう。また、こうし
た一連の施策はボトムアップではなくトップダウンであると指摘する向き
もある。「地域計画」提出後も引きつづき地域主体の「人と農地の調整過
程」をすすめなければ問題解決とはならないし、これからの地域対応がま
さに「人と農地の地域政策」なのである。「地域計画」策定はあくまでそ
のキッカケづくりなのである。これまで以上に農業委員会や農協、土地改
良区などが相互に連携強化をすることが求められる。市町村へ提出された
「地域計画」と、農地中間管理機構による農用地利用集積等促進計画の 2
つの計画が両輪となって、農地の流動化と集約化が図られていく。
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　振り返ってみると、「人と農地の地域政策」は、規制改革会議や産業競
争力会議での矢継ぎ早の規制改革の嵐に翻弄されつつも、2014年の機構
の設立とその「5年後見直し」を経て、「地域計画」策定へと軌道修正さ
れてきた。そして、地域主導へ収斂したものとみることができる。やは
り、「人と農地の問題解決」は地域を介して作用するものであるから、現
場主体ですすめていかざるをえない。地域主導がもっともリーズナブルで
無理のないかたちといえる。提出された目標地図や「地域計画」も、今後
受け手の参入や変更を含めて、年 1回以上のペースで随時ブラッシュアッ
プ、バージョンアップされていくことになろう。
　このような地域主導の過程をとおして、土地利用上の借地交換や利用集
積など、利便性・効率性の追求が可能となるのではないかと期待してい
る。所有権や賃借権の相互調整といった手法をとらなくとも、利用集積に
向けて既存担い手の利用農地と新たに出し手から将来受けとる農地との利
用交換などへと発展していくこともありうる。今後は、むしろ地域維持に
ウエイトをかけた具体的施策が求められ、人と農地のマッチング、農地の
利用再調整が強く図られていくはずである。
　「地域計画」策定と目標地図作成のプロセスは、既存の農地権利関係の
見直し、「効率的かつ安定的な農業経営」を遂行するための再構築でもあ
る。10年後の受け手の耕作状況を地図情報としてプロットし、その分散
状況を「地域計画」に関わる区域メンバーで確認する。高齢化や担い手不
在のもとで出し手による放出見込み農地を目標地図に描くとき、既存経営
に隣接するかたちで、より効率的な利用を保証しながら集約作業を繰り返
す。目標地図作成のための協議の場において既存経営体の保有する遠隔地
を手放し、より近接地へ借り換えることで圃場分散克服を実現することも
できる。区域内の 10年先の出し手と受け手、農地の行方を「みえる化」
する過程で経営効率化を実現する機会が提供される。地域差・温度差はあ
るが、新規参入者や移住者、雇用就農者などの外部人材の積極誘致も地域
主導ですすめる必要がある。
　地域としては、既存担い手のトータルな「人と農地」の力量を「みえる
化」し、メンバー内で情報共有することで、外部人材への依存度を確認す

ることが可能となる。その意義は大きい。地域によっては、既存担い手が
規模を拡大して将来的にも「人と農地」を守り維持できると判断している
ところもあれば、中山間地域、離島や島嶼などの地域を中心に外部人材に
かなりの程度依存しなければ農地を使い切れないという地域もあろう。地
域ごとに直面する深刻度に応じて、その対応策も異なる。
　「地域計画」提出時に農地一筆ごとに将来の担い手・受け手を特定して
いく作業のなかで、10年後の受け手を特定できず、目標地図に色が塗れ
ず白抜きの状態となるところは「今後検討等」と表記する。2025年 4月
末時点での「地域計画」策定結果によれば、「今後検討等」面積は、全国
の農用地等面積のうち 31.7％にものぼった。そこは提出後、既存受け手
の拡大が確定するか、外部からの参入者が新たに権利を取得することとな
る。なかには、「今後検討等」を多く抱え、外部から人材を確保・育成し
なければ成り立たない地域もあることだろう。そこに、外部人材が参入す
る余地も出てくる。このような農地の権利移動を行うには「農業を担う
者」として「地域計画」に新たに位置づけられる必要がある。
　そこではプロ経営体ばかりではない、副業的半農半 Xもまた「農業を
担う者」となり、多様な農業人材によるトータルパワーによって地域農業
と農地を守ることになる。個別経営の法人化、複数戸による組織法人化や
集落営農再編など、組織的対応を図る必要もあるだろう。経営部門の専門
化や分業化、6次産業化による経営多角化や新規事業導入など、新分野を
開拓することで外部人材を吸引する可能性はより高まる。
　土地利用型経営についてみると、令和の米騒動以来の米の価格高騰は
あったものの、長期的には、米や主要畑作物・畜産物の市場価格低迷、農
業生産資材や円安下の輸入原材料価格の高騰なども作用して収益性が低下
し所得の不安定化を招いている。そうした経営層が、規模拡大路線を変更
し、集約的な野菜作拡大や経営複合化へ傾斜する経営志向もまた依然根強
い。いいかえれば、農地取得にともなう拡大投資を避けようとする経営行
動も今のところ強いのである。担い手の高齢化・脆弱化や農外就業の深化
とともに、土地利用型経営の担い手層をどのように補強し支援していくか
も大きな課題である。



はしがき

54

　そこでは、担い手の生産活動を後方支援する条件整備、経営環境の改善
が不可欠であろう。圃場の大区画化、担い手への利用集積、農地の団地化
と集団化、スマート農業推進など、効率的かつ安定的な農業経営の実現に
向けたより強力な生産基盤の強化が求められる。土地改良法改正により機
構による農家負担ゼロでの小規模農地整備が可能となった。この機構関連
農地整備事業や荒廃農地の再生などへの取り組みなども今後有効となろ
う。
　さらに一般法人の農業参入についていえば、2023年 9月 1日に、法人
の農地取得事業が国家戦略特区法から構造改革特区法へ移行した。一般法
人による農地取得を国家戦略特区として全国展開させるのではなく、一般
法人の農地所有権の権利取得を容認するかどうかは市町村が判断すること
となった。
　機構による農地中間管理事業も大いに活用しながら農地として守り抜
く。目標地図の作成、「地域計画」の策定、その後の見直し作業による入
力情報の変更はつづくし、バージョンアップが図られていく。多くの府県
では、所有権ストックが大量の兼業農家が耕作からたとえ離れても所有権
だけは安定的に保持しつづける。個別経営に加え、地域農業集団もムラの
論理を出発点として、集落機能をどう活かすかが課題である。所有権のス
トック機能が内蔵されていないだけに、勢い、機構への依存度もまた高ま
らざるをえない。そのため、経営主体でもある個別農家や農業法人へ農地
を帰属させることによってはじめて跡地処分が完結する。
　今後の農業では、多様な経営体・多様な経営規模が地域内に共存し、そ
れらを有機的に組み合わせることが重要である。耕境変動のなかで、守る
べき農地とむしろ非経済的に多様な人材により利用していく農地とを双方
併走させることにより、わが国の食料安全保障を確立していく。そこでは
一部農地復元も見越しつつ、「食料自給力を維持するエリア」として、あ
くまで直接耕作を遵守しながら多目的に利用することも考えられてよい。

本書のプラン

　本書の特徴は、「人と農地の関係」を長いスパンで捉え、そこでの経緯
や新たな施策、両者の相互調整や相互作用について考察を加えているとこ
ろにある。
　まず序章では農地と担い手に関する今日的問題をいくつかトピック的に
取り上げ、最新の動向から問題提起を行う。減少しつづける農地と担い手
とをどう考えるのか、再編する手立てはあるのかについても検討してい
る。農地面積と経営面積との差がますます拡大しつつある背景に何がある
かを考察する。
　第Ⅰ部では、農地と担い手に関する戦後の政策と動向を概観する。
　第 1章では、戦後の農地法とその後の農地政策、そこに貫かれている
耕作者主義とその意義、その精神とその後の変容を検討している。農地改
革によって小作地が自作地化した 1970年農地法改正による創設自作地の
貸付解禁や不在地主の一部容認などについてもみていく。農地改革でも克
服できなかった経営の零細性について、経営耕地面積規模別に、農地改革
を挟んだ 100年の農家戸数（経営体数）分布を北海道と都府県に分けて
統計的にみている。
　第 2章は、農地の拡張・潰廃と転用状況を分析することにより、農地
が開発されつつも並行してそれ以上の農地転用がすすみ、結果として減少
をみてきた農地の状況を考察している。今、カーボンニュートラル政策か
ら再生可能エネルギー施設、つまり太陽光発電のパネル施設設置の要請が
内外から迫られている。しかしながら、安易に農地転用してまで転換すべ
きかどうか、可能な限り営農型太陽光発電装置による一時転用にとどめる
ことも含め、こうした動きに関する動向について検討を試みている。
　第 3章では、荒廃農地・耕作放棄地が発生するメカニズムとその解消
方策について分析している。そこでは、農業委員会が現況や所有者の意思
確認を経て非農地とし農地から除外するか否かの非農地判断をすすめ、非
農地に確定したならば、農地から外すことになる。非農地判断を下さず、
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耕作放棄地、荒廃農地という状態のままにあるものが多い。そうした現状
とさらに耕作放棄地を解消する方策を検討している。
　第 4章では、2014年に開設された農地中間管理機構の事業展開と貸付
先公募制、機構事業 5年後見直しを経ての貸付先公募制廃止、その経緯
と課題について検討を加えている。
　第Ⅱ部では、焦点となっている ｢人と農地の地域政策｣ について、ここ
までの展開を振り返りつつ展望する。
　第 5章では、「人・農地プラン」の登場から「地域計画」策定とその前
段としての目標地図作成に至る経緯と課題や今後の期待について考察して
いる。農業委員会の組織改変、「地域計画」策定における目標地図の素案
づくりを農業委員会に委ねているが、その役割と意義を検討している。
　第 6章では、担い手問題に取り組み、根強い家族農業経営が直面する
状況を地域別に明らかにしようと試みている。今後も家族農業経営が中心
的存在でありつづけるであろうが、一部法人化が展開せざるをえない。そ
うしたなかで、今後の課題や法人化の可能性について、そのメリット・デ
メリットなどについても考察している。
　第 7章では、担い手への農地市場の変化について北海道と都府県に分
けて検討している。賃貸借の増加と使用貸借の一定規模の展開について、
標準小作料制度の廃止と今後の小作料決定のメカニズム、使用貸借での貸
借の持続可能性について論じている。
　第 8章では、多様な担い手のあり方について考察する。認定農業者や
新規認定農業者、集落営農に 8割の農地を利用集積させようとする構造
政策がすすめられている。中心経営体だけが担い手なのではなく、中小規
模の農業者であっても農地を利用し農作業常時従事する主体は、副業的半
農半 Xであっても担い手である。専業的な認定農業者等だけで地域農業
を担うのではなく、多様な農業人材として農業に関わるすべてにより農地
の維持、地域社会の継承者、集落機能を維持していくことで、「人と農地」
を次世代へ継承できるのであり、新基本法においてもこうした考えを踏襲
している。都府県では安定的に兼業農家が大規模経営へ長期貸付していく

関係性にある。ここでは、下限面積制限撤廃を含め、多様な担い手をいか
に育成・確保するかについて考察している。
　終章では、総括としての「『人と農地』の地域政策」を扱っている。今
後もやはり「人と農地」についての最終判断は地域が主導してすすめるし
かない。地域が主体的にいかに次世代の地域担い手を育成・確保し、農地
を守っていくかである。そうした背景について「むすび」として考察して
いる。
　『2025年農林業センサス結果の概要（概数値）』が 2025年 11月に農水
省から公表されている。それによれば、農業経営体は 2020年の 107.6万
から 2025年には 82.8万となり、そのうち個人経営体は 78.9万経営体で、
この 5年間で 23.9％減少した。一方で、団体経営体は 2.9％（うち法人経
営体は 7.9％）増加している。経営体数の増減率を面積規模別にみても、
北海道では「100ha以上層」のみで、都府県では「10ha以上層」、とりわ
け「20～ 30ha」以上層で増加し、いっそう二極化している。さらに、経
営耕地面積は 2020年の 323.3万 haから 2025年には 304.7万 haとなり、
18.6万 ha（5.7％）の減少。1経営体当たりの経営耕地面積は全国 3.7ha
（北海道 34.5ha、都府県 2.6ha）となる。全国では、経営耕地総面積に占
める「20ha以上層」の面積比率は 5年前の 44.3％から 51.0％へ拡大させ
ている。おもに、零細層や高齢層のリタイアにより、徐々に大規模化・集
約化が進行している。
　また、個人経営体の基幹的農業従事者（自営農業をおもな仕事としてい
る世帯員）は 2025年には 102.1万人となり、5年前の 136.3万人に比べ
25.1％減少している。年齢別でみると、65歳以上比率は 2010年 61.1％
（うち 70歳以上 46.3％）であったものが、2020年 69.6％（同 51.1％）、
2025年 69.5％（同 55.1％）となり、さらなる高齢化が進行している。
　本書は、2020年センサスまでを取り扱っており、その動向を構造的に
分析している。規模拡大はすすんでいるが、しかし依然として地域農業の
存続のためには多様な経営体の共存が不可欠である。そのため、2020年
センサスまでの分析はその後の展開を考えるうえできわめて重要である。
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序  章

農地と担い手の問題をいかに解決するか

第 1節　求められる農地面積は？

　食料自給率向上のために、大豆や小麦のような輸入依存度の高い作物を国産
化することにより輸入を少しでも削減するというのは大きな意味がある。その
一つとして 2022年度から農水省は水田の畑地化促進事業（水田を畑地化して
畑作物の本作化等に取り組む農業者に対し、円滑な移行を促す支援）をすすめ
ている。政策支援が弱められないか、それが食料自給率向上に貢献するもので
あるのか。この事業は、畑作物の栽培を定着させている水田から畑地へ地目転
換する農業者を国が支援するもので、水田活用の直接支払いの対象から外れる
ことが条件となる。
　また、農地は、「その耕作者みずからが所有」するという農地改革の精神と
しての自作農的土地所有（所有・利用・労働の三位一体）を戦後しばらくは最
善とすることに終始していた。三位一体がもっとも安定的で最適であるという
ことに疑念を抱かなかった。
　1961年の農業基本法以降の自立経営育成や自作農主義に基づく構造政策を
すすめようと試みたものの、地価高騰に直面し遅々としてすすまなかった。構
造政策としての規模拡大もやがて暗礁に乗り上げる。1965、66年に 2度国会
に提出され廃案となった農地管理事業団構想は農地改革の成果維持のため、当
時の農林省がとった切り札であった。それ以降、所有権集積での規模拡大はし
だいに困難になっていく。
　1970年農地法改正を契機に創設された農地保有合理化促進事業（以下、合
理化事業）からは少しずつ自作農主義は修正されていく。農業経営の機械化・
施設化により生産性は向上したものの個人では揃えきれず、「協業の助長」と
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して一部作業の共同化・協業化により、農業機械・施設等への過剰投資を克服
していく。
　優良農地への旺盛な農外からの転用需要が、高度経済成長期より 1991年の
バブル崩壊前後までつづき、そこでの転用圧力により農地面積は大きく減らし
つづけた。都市化・工業化の激しかった地域ほど、資産的土地所有に転化し、
兼業傾斜しても多くは農地を手放さなかった。この段階で、所有権移転による
規模拡大は少しずつ減速しはじめ、やがては頓挫せざるをえなくなる。一部農
業者にとって農業経営を資産管理業として性格づけるような傾向すらみられた
のである。さらに、中心担い手へ農地を貸付け、直接耕作は回避する。それに
呼応して法制度も、農地法の硬直的規制の部分を、1975年からの農用地利用
増進事業、さらには 1980年農用地利用増進法などのバイパスを創設しながら
柔軟にニーズの変化に対応してきた。
　家族経営の課題克服から、1962年農地法改正では農業生産法人の容認もあ
り、所有権を保持したまま当初は兼業化、土地持ち労働者として直接耕作から
一部離脱化か、土日にのみ農業就労することで、さらに脱農化に拍車がかかっ
ていく。兼業傾斜するほどますます米プラス転作省力作物の組み合わせは最適
の作付け体系となる。戸数減少を補充するだけの経営体数は十分には期待でき
ず、耕地面積の連続的後退と耕作放棄地の増加、家畜飼養頭数の減少など、
1995～ 2005年の各センサス分析でも農業の後退局面を示す指摘が目立つ。
しだいに、賃貸中心による規模拡大が展開し、大規模層が法人経営の増加を含
め形成されていく。農水省は、その後「基本的には受け手と出し手を斡旋する
仕組み」注 1）しか提示せず、農地は所有者によって利用されるべきものとする
自作農主義が転換されていく。条文としてこれを「削除されたのは 2009年の
農地法改正」注 2）であり、それまでなかなか転換できなかった。都市化・工業
化が熾烈であったにもかかわらず、それでもわが国において、今日でも 400
万 ha以上の農地面積を保持しつづけてきたのは、農地法とその後の農地政策
の賜物であり、とりわけ転用規制において大きな役割を果たした。さらに、農
作業常時従事要件という直接耕作を権利取得の要件としてきたこと、農地転用
規制ではいろいろ規制の弱点はあるにしろ、一貫して機能し多くの農地を転用
から防いできたのもまた農地法である。2014年創設の農地中間管理機構（以

下、機構）の創設によって賃貸借による転貸事業により賃貸借主導が本格化し
ていく。さて耕地とは、利用収益者が農作物を栽培し、かつ現実に農作物の栽
培可能な土地をいい、田、畑、樹園地、牧草地のほかに畦畔も含まれる。近年
増加している不作付地の一部も統計上は含める。過去 1年間以上作物を栽培
せず、数年の間にふたたび耕作する明確な意志がないと判断された場合は、耕
作放棄地として耕地から除外される。耕地面積に関する統計には、現在「耕地
及び作付面積統計」と「農林業センサス」の 2つがある。前者は実測に基づ
く属地主義、さらに標本調査結果であり、後者は調査員の面接調査に基づく属
人主義、悉皆調査結果である注 3）。
　耕地面積の実数については、センサス結果が実際より過小になることがあ
る。また、大臣官房統計部編『作物統計』が累年の耕地面積を公表している。
「耕地」と「農地」とは、多くの場合に同義として使われていることが多い。
農地は法律・行政用語として、耕地は統計・実務用語として用いられる。実
際、耕作されている土地は耕地であるし、耕作されていなくともいつでも耕作
できる不作付地や不耕作地は耕地である。
　曖昧となるのは、耕作放棄地は耕地面積に含まれるかどうかという点であ
る。農地にとどまりうるのかすでに非農地か、非耕地ではあるが非農地なの
か。これは程度の違いがあり、この間にはグレイゾーンが発生してくる。耕作
放棄地が農地か非農地かについて、農水省監修『改訂版 農地の法律がわかる
百問百答』では、「休耕地、耕作放棄地のような土地は、現に耕作されている
とはいえませんが、耕作しようと思えばいつでも耕作できるような土地のよう
に、客観的にみてその現状が耕作の目的に供されると認められるものについて
は農地に該当します」注 4） としている。
　農業委員会から非農地と判断されていないかぎり、非耕地ではあるが農地と
考えてよいとおもわれる。耕作放棄地であっても地権者が将来耕作する意志が
あるかぎり、農地であるということになる。耕作放棄地と遊休農地という表現
もあるが、両者はほぼ重複している。遊休農地は農地法で用いられる用語に対
し、耕作放棄地は農水省がセンサスで用いてきた用語である。
　今日までの転用規制や権利移動統制などにおいて農地法の果たした功績は認
めなければならず、それは農地法の番人とされてきた農業委員会の現場に密着
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した活動の成果でもある。規制改革会議や産業競争力会議では既得権益の打
破、岩盤規制の緩和などを打ち出し変革も遂げたが、軌道修正され現場主義・
地元主義という精神が貫かれ揺れ戻りつつある。それは、機構による転貸先公
募制創設とその廃止、そして「地域計画」と目標地図にみる地域主導の動きへ
とシフトしてきたからである。農地の総量確保は、マクロ政策を打ち立てても
うまく作動するものではなく、ミクロな個々の経営体による農地利用における
経営採算性の積み上げ結果であろうし、農業者やそれを継承する次世代の営農
継続があってのことである。
　表序―1では、1904～ 2010年の 100年あまりにわたる経営耕地面積と地
域別構成の推移をみている。1904年 529.5万 ha、1935年には 605.9万 haに
まで拡大させたものの、それをピークに戦後の 1975年には 478.3万 ha、
1995年には 412.0万 ha、そして 2010年には 363.2万 haにまで低減させてい
る。ピーク時からすれば、242.7万 ha、40.1%減少させたことになる。全国
に占める北海道の耕地面積のウエイトも、1904年には 6.2%しか占めていな
かったが、1935年 15.8%、1975年には 19.0%、2010年には 29.4%にまで高
めている。
　北海道と東北とがウエイトを高めつつある以外は、関東・東山、東海や近
畿、中国などは何れの地域も転用・潰廃等により、軒並み比率を下げている。

表序―1　地域別　経営耕地面積の推移（1904 ～ 2010年）� （単位：ha、％）

1904 比率
（％） 1935 比率

（％） 1975 比率
（％） 1995 比率

（％） 2010 比率
（％）

北海道 328,883 6.2 958,508 15.8 908,138 19.0 1,023,364 24.8 1,068,251 29.4
東北 795,494 15.0 902,032 14.9 864,929 18.1 783,514 19.0 712,303 19.6
北陸 484,911 9.2 468,849 7.7 360,155 7.5 303,589 7.4 273,232 7.5
関東・東山 1,072,562 20.3 1,178,154 19.4 873,910 18.3 672,839 16.3 534,194 14.7
東海 478,777 9.0 500,746 8.3 323,842 6.8 240,175 5.8 184,962 5.0
近畿 432,178 8.2 419,613 6.9 264,669 5.5 209,802 5.1 163,528 4.1
中国 495,047 9.3 474,156 7.8 321,964 6.7 235,662 5.7 168,921 4.7
四国 316,364 6.0 262,957 4.3 191,009 4.0 137,590 3.3 96,394 2.7
九州 891,441 16.8 833,575 13.8 637,065 13.3 480,677 11.7 403,218 11.1
沖縄 … 60,168 1.0 36,836 0.8 33,067 0.8 25,983 0.7

全国 5,294,860 100.0 6,058,753 100.0 4,782,518 100.0 4,120,279 100.0 3,631,585 100.0

注：農業経営体と組織経営体とが含まれる｡
資料：農水省編『農林水産省統計表』、同省編『農林業センサス』各年次より作成｡

エイトを高め、都府県における潰廃分を補ってきた。戦前段階の1935年には、
すでに 95.9万 haにまで及んでいる。戦後にはいったん落としその後ふたたび
増加し、1975年 90.8万 ha、1995年 102.3万 haとなっている。2010年には
106.8万 ha 水準となっている。その後、漸減傾向に入る。趨勢としては、優
良地が農外に転用され、牧草専用地を中心とした比較的に劣等地が新たに農地
に加わり、農地面積を維持する過程がつづく。
　唯一面積を拡大させてきた北海道では、米麦など耕種部門の漸減傾向に反し
野菜・花卉が重要な位置を占めるに至っている。その北海道における作物作付
面積、農業産出額の年次別構成比の推移をみると、1965～ 2015年の 50年間
に、「米」は産出額 39.5％から 9.7％へ、作付延べ面積 24.0％から 9.4％へと
大きく低減させてきた注 5）。土地利用型部門（米麦など耕種）と野菜生産との
併進は、所得維持向上や労働分散・作業分担上、追求しつつもその実現はきび
しいものがある。野菜生産は労働の周年化とともに所得確保において北海道農
業には重要な位置づけとなっている。
　この間、「野菜」は産出額 8.6％から 18.8％へ、作付延べ面積 4.5％から
9.4％へ、「畜産」は産出額 20.8％から 48.5％へ、作付延べ面積 27.5％から
57.1％へと大きく増加させ注 6）、北海道農業には欠かせない中心的存在となっ
ている。農地の半分以上を占める「畜産」は最適地であるとしても、「野菜」

注目されるのは、2010年段階で北海道と東北とを合
わせると、全国の経営耕地面積のほぼ 50％を占め、
この 2つの地域のみが国内農地に占めるウエイトを
高めてきたことである。
　農地の拡張（開墾・干拓埋立・復旧）と潰廃（自然
潰廃・人為潰廃）を併進させながら、ピーク時の半分
以下にまで減少させた地域も多い。そうしたなか、関
東・東山、九州がある程度のウエイトを堅持してお
り、他地域の減少テンポがさらに大きいため相対的に
ウエイトを堅持している。北海道は、わが国にとって
食料生産基地としての地位はしだいに高まっている。
都府県の縮減分を北海道の農地開発によって相対的ウ
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や花卉中心では北海道のような広大な農地は守り切れず、面積消化もできな
い。全国の経営耕地面積に対し 30％近くにまでウエイトを高めてきた北海道
でさえ、生産額や作付延べ面積でみると、「野菜」と「畜産」のウエイトを大
きく高めてきたことに注目しなければならない。
　農水省編『農地の移動と転用』によれば、直近 10年間（2012～ 2021年）
の農地面積の推移をみると、年平均 2万 haほどのペースで農地面積が減少し
つづけている。10年間で田は 9.3万 ha（3.8%減）、畑 9.7万 ha（4.7%減） 、
面積的には拮抗していても、双方の減少率では田の方が畑に比べてやや低い。
畑合計面積 4.7％減のうちで、畑地の内訳では傾斜地や条件不利地の多い樹園
地が 13.2%と最大であり、普通畑 3.3％減、牧草地 1.6%減にとどまり一定面
積を堅持しつづけている。今後も耕地面積は漸減しつづけると予想されるなか
で、放牧利用も含め畜産的土地利用が増加することで、かろうじて農地面積を
維持している。

第 2節　耕地面積と経営耕地面積の乖離

　2000年、2005年、2010年、2015年、そして 2020年にみる耕地面積から
面積減少の傾向を眺めると、図序―1のようになる。ここでの耕地面積は、農
水省編『耕地及び作付面積統計』各年次からの数字である。耕地面積と経営耕
地面積の乖離を、20年間を 10年ごとの耕地面積でみれば、2000年の 483.0
万 ha（田 264.1万 ha、畑 218.9万 ha）から 2010年は 459.3万 ha（田 249.6
万 ha、畑 209.7 万 ha）となり、2020 年 437.2 万 ha（田 237.9 万 ha、畑
199.3万 ha）となっている。20年間の減少面積は 45.8万 ha（田 26.2万 ha、
畑 19.6万 ha）であり、年平均 2万 ha強のペースであった。放牧地でも、
2000年 64.1万 ha、2010年 61.7万 ha、2020年 59.5万 haへとむしろ漸減傾
向にある注 7）。
　中間年である 2010年は、両者のなかで傾向的にも中位に位置している。こ
の 20年間の経営体による経営耕地面積はセンサスによれば、2000年の 421.8
万 haから 2020年の 323.3万 haへと変化し、この 20年間に 98.5万 ha減らし、

図序―1　耕地面積と経営耕地面積の乖離（2000 〜 2020年）

資料：農水省編『農林業センサス』、『耕地及び作付面積統計』、『作物統計』等の各年次より作成。
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農家以外の農業
事業体 16.6

耕作放棄地 38.6

荒廃農地 調査なし

遊休農地 調査なし

耕地面積と経営
耕地面積の差

83.3
17.8％

2005年

経営耕地面積
363.2

家族経営体 319.5

組織経営体 43.7

耕作放棄地 39.6

荒廃農地 29.2

遊休農地 15.7

耕地面積と経営
耕地面積の差

96.1
20.9％

2010年

経営耕地面積
345.1

家族経営体 291.8

組織経営体 53.3

耕作放棄地 42.3

荒廃農地 28.4

遊休農地 13.5

耕地面積と経営
耕地面積の差

104.5
23.2％

2015年

経営耕地面積
323.3

個人経営体 247.6

団体経営体 75.7

耕作放棄地
調査なし

荒廃農地 28.2

1号遊休農地 6.1

2号遊休農地 0.7

耕地面積と経営
耕地面積の差

113.9
26.1％

2020年
耕地面積 483.0
本地 462.5
畦畔 20.6

耕地面積
本地
畦畔

耕地面積
本地
畦畔

耕地面積
本地
畦畔

耕地面積
本地
畦畔

431.5
18.1

415.4
17.1

440.6
18.7

449.8
19.4
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減少幅は年平均 4.9万 haである。この 20年間では、『耕地及び作付面積統計』
では耕地面積が 45.8万 ha減、という現実がある。この差はいったいどういう
中味なのか、である。耕地面積と経営耕地面積の差をみても、2000年は 61.2
万 ha（耕地面積に対し 12.7％）、2010年 96.1万 ha（同 20.9%）、2020年は
113.9万 ha（同 26.1%）であり、両者の差はセンサスのたびに拡大し、耕地
面積に占めるウエイトを高めている。センサスでは経営耕地面積をその 2倍
の 100万 ha減らしている。2000年では、センサス経営耕地面積に対して耕
地面積と乖離する面積分は 2000年に 8分の 1であったものが、2020年には
4分の 1となり、この差分が倍増している。少なくとも、センサスにみる経営
耕地面積から統計として洩れるテンポが速まっている。担い手不足や担い手高
齢化によるものなのか。
　一方で、耕地面積の減少幅が小さいのはどうしてか。それとも、面積統計は
実態を反映していないのか。耕地面積は、5年ごとのセンサスで把握する経営
耕地面積ほど減少していない。2000～ 2020年の 20年間でみると、耕地面積
の 45.8万 ha減少に比べ、経営耕地面積は 98.5万 ha減少させたことになり、
耕地面積の 2倍以上減少させている。属地主義と属人主義、違う基準での統
計なので単純には比較できないものの、センサスにみる経営耕地面積はとくに
2000～ 2005年の 5年間だけで 35.9万 ha減少させた。
　経営耕地面積は属人でのセンサス統計にみる数字である。2020年のセンサ
ス区分では、個人経営体と団体経営体による総経営耕地を示している。2000
～ 2010年の経営耕地面積は年平均 6万 ha、2010～ 2020年では、年平均 4
万 haのペースで減少させてきた。総農家等の高齢化、後継者不在、戸数減少
などが要因となっての縮小となっている。それに対し、組織経営体・団体経営
体の方は、着実に経営耕地面積に占める割合を高めてきている。統計では、多
くが農地面積＝耕地面積としている。
　一方、耕地面積はどの期間も平均的に、この 20年間から逆算すると年平均
2.3万 haペースでの減少であった。ここには、28万 haを前後する荒廃農地
（遊休農地）が含まれており、またその時、荒廃農地と耕作放棄地との重複は
大きいとみられる。耕作放棄地は、当然ながら不耕作であるから経営耕地面積
には含まない。この差分としては、何が該当すると考えられるであろうか。

　センサス経営耕地面積と耕地面積統計の差は何か、について農水省によれ
ば、耕作放棄地の相当部分に加え、センサスでは把握されない 5ａ未満農地
所有者、不在地主、過少申告分など（農水省編（2012）『第 2回農林業センサ
ス研究会議事録』および参考資料「農林業センサス（経営耕地面積）と耕地面
積統計の比較」）が挙げられている注 8）。
　総合して考えられることは、①耕作放棄地や荒廃農地（遊休農地）の相当部
分、②非農地判断できず、判断未了の農地（農業委員会の農地台帳上、農地の
ままの部分）、③不在地主、所有者不明農地や相続登記未了農地のなかで、不
耕作地、④土地持ち非農家の非貸付農地、⑤牧草専用地から採草放牧地への転
換、放牧など肥培管理をしない部分が外れる、⑥長期不作付け、経営耕地から
外す部分、⑦センサスでは調査洩れのその他農地、などが挙げられる。
　『耕地及び作付面積統計』に比べ、センサス統計の方が農家の申告洩れ、意
識的・無意識的な過少申告、登記簿等のいわゆる縄のび、なども以前から指摘
されてきた注 9）。そうであっても、5年経過するたびに、その差が拡大している
というのが現実である。農業委員会による厳格な非農地判断を下せば下すほど、
農地から外れる面積が膨大となりうる。そこは、農地法の適用除外となり、た
だの一般土地となる。2020年でいえばこの差分 113.9万 haのなかには耕作放
棄地などとともに、これら農地も含まれるのである。
　自給的農家の経営耕地面積は 10ａ以上、30ａ未満であるが、それを下回る
農業者や空き家に付随する農地の増加、農家基準の経営面積 10ａ下限、土地
持ち非農家が 5ａ以上の所有世帯などが、相続発生、不在村化、離農・廃農に
より、さらに細分化していくと、センサスでは捕捉できずに、農地は次々とセ
ンサスから洩れていく。両調査の乖離傾向はいっそう拡大していく。
　逆に、農地の下限面積制限が廃止された今、土地利用が一部細切れとなった
としても「多様な農業人材」（中小農家や新規参入者、副業的半農半 Xなど）
により農地として利用されることで非農地への脱落を防止する動きともなりう
る。つまり、農家資格のない 10ａ以下の「農業を担う者」が増加し、センサ
ス上の経営耕地面積は漸減し乖離傾向は拡大しても、多くの零細規模の「多様
な農業人材」によって、より多くの農地が農地として利用されれば、農地は守
られ次世代へ引き継ぐことができる。
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